
【協議事項１】 

資料４ 

次期計画期間における第１号被保険者の保険料段階の設定について 

 
１ 国の方針 

 

 

１ 現行第２段階の細分化 

  市町村民税世帯非課税者のうち，年間の合計所得金額及び課税年金収入

額の合計が８０万円以下の者を基準として，現行の第２段階を新第２段階

と新第３段階に区分し，新第２段階の標準割合を第１段階同様とする。 

 

２ 課税層の多段階化 

課税層の多段階化を認め，保険料段階区分数，保険料率に係る弾力的な

設定を可能とする。 

 

２ 本市の状況 

■保険料段階の設定に係る対象者別の意向 

（「高齢者の生活と健康に関する調査」等の結果から） 

     調査対象者 

質問項目 
若 年 者 

高 齢 者 

一 般 

サービス 

利 用 者 

サービス 

未利用者 

このままの設定でよい １１．５％ ２０．６％ ２５．２％ ２０．５％

全体の保険料を上げ， 

困窮層を下げる 
 ７．６％  ４．０％ ５．０％ ５．２％

所得段階に応じ細かな 

設定をする 
４９．０％ ３３．７％ ２６．８％ ２２．１％

そ の 他  ４．４％  ３．２％ １．２％ １．７％

わからない ２０．５％ ２１．２％ ２５．９％ ２２．７％

無 回 答  ７．０％ １７．３％ １５．９％ ２７．８％

 

いずれの調査対象者においても，「わからない」等を除くと，「所得段階に

応じ細かな設定をする」が最も高い回答結果となっている。 

   

  



■保険料段階及び課税層における合計所得金額の分布状況 

（平成１７年６月１日現在） 

現行の 

所得段階区分 
合計所得金額 人 数 

第１号被保険者

に占める割合 

第１段階 （生活保護受給者等） １３，６９４人 ４．８％

第２段階 （市民税世帯非課税） １２３，４４６人 ４３．０％

第３段階 （市民税本人非課税） ７７，３７８人 ２６．９％

第４段階 １２５万円以上  ２００万円未満 ３５，５４７人 １２．４％

２００万円以上  ４００万円未満 ２２，１４６人

４００万円以上  ７００万円未満 ７，４６９人

７００万円以上 ７，５５５人
第５段階 

小 計 ３７，１７０人 １２．９％

 合    計 ２８７，２３５人 １００．０％

 

 

■保険料段階の構成割合（１７年度当初調整交付金交付申請における数値） 

 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 

全国平均 ２．３％ ３５．６％ ３７．７％ １２．７％ １１．７％

京 都 市 ５．０％ ４２．３％ ２７．３％ １２．１％ １３．３％

   

 一定以上の所得を有する階層もあるが，本市は全国平均に比べ，低所得者

の割合が高い状況にある。 
 

 

 （参考）第２期事業計画における政令都市における保険料率の状況 

 本市（基本形） 旧京北町 横浜市 さいたま市 

第１段階 ０．５ ０．４６５ ０．２５ ０．４５ 

第２段階 ０．７５ ０．７２５ ０．６５ ０．７ 

第３段階 １．０ １．０ １．０ １．０ 

第４段階 １．２５ １．２５ １．２５ １．３ 

第５段階 １．５ １．５ １．５ １．５５ 

第６段階 － １．９５ ２．０ １．６ 

第５・第６

の境界所得 
－ ５００万円 ７００万円 ５００万円 

  ※政令市では，横浜市及びさいたま市以外は，５段階設定を採用している。 

  



３ 課税層における保険料段階の細分化に係る検討 

（基準額×）

新第２段階 新第３段階 新第４段階

新
第
９
段
階

新
第
６
段
階

新
第
５
段
階

第
1
段
階

新
第
７
段
階

新
第
８
段
階

1.0

0.75

0.5

2.0

1.75

1.5

1.25

現行第２段階
の細分化

激変緩和措置

激変緩和措置

課題２
課税層の多段階
化

課題１
税制改正による影
響への配慮

 
 

《課題１》税制改正による影響への配慮 

 

 

 

 

○税制改正（高齢者の非課税措置の廃止)の影響により，市民税非課税層から課

税層に移行する者が生じ，収入額に変更がないにもかかわらず，保険料段階区

分が変更になる。 

 

○このため，国において，平成１８年度，１９年度の２年間について，激変緩和

措置を講じることが検討されている。 

 

○激変緩和措置終了後においても，課税層の多段階化により，保険料率を標準割

合（１．２５）より低く設定することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

■税制改正の影響に伴う保険料率の変化 

① 本人 
 
 

 

世帯状況 年金収入金額 現在の保険料段階 保険料率 
単   身 １５５万円超

夫   婦 ２１２万円超
第２段階（新第３段階相当） 基準額×０．７５ 

世帯状況 年金収入金額 変更後の保険料段階 保険料率 
単   身 １５５万円超

夫   婦 ２１２万円超
新第５段階相当 

基準額×１．２５ 

（１．６７倍） 

 
②扶養家族 現在の 

保険料段階 保険料率 変更後の 
保険料段階 保険料率 

第２段階（新第２・

新第３段階相当） 基準額×０．７５  新第４段階 
基準額×１．０ 

（１．３３倍） 

※ 世帯非課税の者が課税に移行することに伴う変更 

※ 
 

 

 

 

 

 １７年度  １８年度  １９年度  ２０年度 

保険料段階 新第３段階相当  新第５段階  新第５段階  新第５段階

保険料率例 ０．７５ → ０．９ → １．１ → １．２５ 

  



   

《課題２》課税層の多段階化 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国の方針に基づき，現行の保険料第２段階を新第２段階と新第３段階に区分したうえ，

新第２段階について第１段階と同様の保険料率（０．５）とすることにより，基準額

（新第４段階＝１．０）が高くなる。 

 

○課税層のうちの低所得の方への配慮として,激変緩和措置及び保険料率の引下げを行

うことにより,基準額は高くなる。 

 

○課税層のうち高所得の方の保険料率を上げることにより，基準額を引き下げることが

可能となる。 

 

 

 

 

 

 

【試 算 例】 

 

○現行の第２段階の細分化や，課税層のうちの低所得の方の保険料率の引下げ 

（１．１として設定）により，基準額を１７０円程度押し上げる結果となる。 

 

○例えば所得４００万円以上７００万円未満の方の保険料率を１．７５に， 

７００万円以上の方の保険料率を２．０と設定した場合，上記の基準額を 

９０円程度下げる効果がある。 

※ 現時点では，第２段階の細分化や税制改正により影響を受ける方の人数の把握が 

できていないため，ごく粗い試算による。 
 

 

■保険料段階の細分化による基準額の変化 

※保険料段階の細分化によって保険料基準額がどのように変化するかを，第２期計画

策定時の数値を用いて検討したものであり，第３期の保険料を示すものではありま

せん。 

 

(検討の前提：15～17 年度の給付費 217,877 百万円，第 1号被保険者数 852,064 人) 

 

５ 段 階 

 

（現 行） 

７ 段 階 
（第２段階を細分化し，課税

層のうち低所得の方の保険

料率を１．１とした場合） 

９ 段 階 
（高所得の方の保険料率を上げた場合）

例 400 万円～１．７５ 

700 万円～ ２．０ 

 

補正後被保険者数（※） 

 

８３７，７９２人 ８０２，９６４人 ８２１，８５６人

 

保険料基準額 

 

 

３，８６６円 

 

４，０３６円 ３，９４６円 

  

＋170 円 △９０円  

 

（※）補正後被保険者数＝事業運営期間における各所得段階ごとの第１号被保険者

の見込み数に，それぞれの段階の基準額に対する割合を

乗じて得た数を合計した数  


